様式３
様式１

しごとサポート運営業務委託応募申請書
令和　　年　　月　　日
神戸市長あて
　当社は、「しごとサポート運営業務委託　実施要領」記載の内容を承知の上、必要な書類を添えて申し込みます。
１．申込事業所（〇で囲んでください）
　　しごとサポート東部　・　しごとサポート北部　・　しごとサポート西部
応募者
　　(住　所)　〒　　　－　　　

(商号又は名称)
(代表者(職氏名))　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(電　話)
(電子メール)
２．神戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書（様式２)
３．地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないことの誓約書（様式３）
４．神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱第５条各号に該当しない旨の誓約書兼兵庫県警察本部長照会に関する承諾書（様式４)

５．定款又は寄付行為　　　　　別　紙

６．法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）　　別　紙

７．直近年度の法人税・消費税の納税証明書（その２、その３の３）　　別　紙

８．直近３か年の法人税申告書の写し（法人税別表１、２、４、５(１)、５(２)、７）
及び消費税申告書の写し　　　　別　紙
９．法人等の財務状況に関する書類　　別　紙
10．建物の登記簿謄本又は賃貸借契約書の写し
11．企画提案書（様式５）
神戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書
令和　　年　　月　　日
神戸市長あて
１．応募申込書の提出に当たり、以下のことを誓約します。
　（１）納期限が到来している神戸市税に滞納がないこと。
　（２）上記（１）が事実と相違する場合、しごとサポート運営業務委託の応募資格を有すると認められず、又は既になされた当該認定を取り消されても異議のないこと。
２．上記１．（１）の確認のため、応募者は以下のことを承諾します。
　　全ての神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、特別土地保有税、事業所税、入湯税、市たばこ税及び延滞金等徴収金をいう。）の納付又は納入状況、課税状況及び申告状況を神戸市が調査し、その調査結果をしごとサポート運営業務委託資格の確認に利用すること。
３．上記１の誓約及び２の承諾の有効期限は、令和８年３月31日とします。
申請者【法人】
	（ふりがな）
法人名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	

	（ふりがな）
代表者　職・氏名　
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登記上の本社・本店
所在地
	〒　　　-　　　　　
□上記の本社・本店は神戸市の法人市民税の課税対象ではない。
↑本社・本店が神戸市内に所在する場合で、法人市民税の課税対象とはならない事務所（名目本店）は、必ず、チェックボックスにチェックを入れてください。

	法人市民税の課税対象となる神戸市内の事務所等、寮等を記入ください。
（本社・本店含む）
	

	
	

	
	

	
	

	
	※事務所数が多い場合は空欄又は別紙にご記入ください。

	担当者名
	法人へ市税に関して確認の連絡をすることがあります。
法人の担当者のお名前、連絡先を必ずご記入ください。
氏名：　　　　　　　　　　　　電話番号：



誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日
神戸市長あて
　「しごとサポート運営業務委託」への応募申込みに当たり、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しないことを誓約します。

応募者

　　　　　　　　　　　　　　(住　所)　〒　　　－　　　

(商号又は名称)

(代表者(職氏名))
令和　　年　　月　　日
神戸市長あて
応募者

　　　　　　　　　　　　　　(住　所)　〒　　　－　　　

(商号又は名称)

(代表者(職氏名))　　　　　　　　　　　　　　　印　
神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱第５条各号に
該当しない旨の誓約書兼兵庫県警察本部長照会に関する承諾書

私は、神戸市が「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱」に基づき、神戸市が行う全ての契約等からの暴力団等を排除していることを認識した上で、しごとサポート運営業務委託の応募申込みを行うとともに、下記のとおり誓約します。

なお、これらの事項に反する場合、同要綱に基づく除外措置が取られること（応募資格が認められないこと、契約解除、損害賠償、事業者名の公表等を含む）、その他貴市が行う一切の措置について異議の申立てを行いません。
記

１　神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱第５条各号（以下「暴力団排除条項」という。）のいずれにも該当しません。

２　暴力団排除条項に該当する事由の有無を確認するため、兵庫県警察本部長へ照会を行うことに同意し、次のとおり役員名簿等の提出を行います。

３　暴力団排除条項に該当する者を下請負人（一次及び二次下請負人を含む。以下同じ。）としません。
（役員名簿等）　　　記入欄が不足する場合は、別紙に記載してください。※代表者には、○を記入
	（フリガナ）

役員の氏名
	生　年　月　日
	性別
	個　人　住　所
	備　　考

	
	
	
	
	代表者
	役　職　名

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	


（役員名簿等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※代表者には○を記入
	（フリガナ）

役員の氏名
	生　年　月　日
	性別
	個　人　住　所
	備　　考

	
	
	
	
	代表者
	役　職　名

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	

	
	Ｔ・Ｓ・Ｈ

　  年　 月　 日生
	男

女
	
	
	


企画提案書

応募者

（住所）〒

（商号又は名称）

（代表者（職氏名））

（法人設立年月日）
　　　昭和・平成・令和　　　　年　　　　月　　　　日　　　

（連絡先）

申込法人の連絡先として、当方から事務的な連絡に対応可能な方を２名まで記入してください。

	第１連絡先
	（ふりがな）

担当者名
	

	
	所属（施設名等）・役職名
	

	
	勤務する事務所等の所在地
	〒



	
	電話等
	TEL                           FAX



	
	電子メール
	

	第２連絡先
	（ふりがな）

担当者名
	

	
	所属（施設名等）・役職名
	

	
	勤務する事務所等の所在地
	〒



	
	電話等
	TEL                           FAX



	
	電子メール
	


１．法人の実績
　　法人の基本理念・運営状況

	（１）法人の設立理念及び事業概要
法人の設立理念や運営方針、事業概要を記入してください。既存資料等で代替される場合は、
「別紙１」としてページの右肩に明記の上、企画提案書の後に添付してください。





	（２）法人の運営状況

法人の令和５年度、６年度の運営状況について、記入してください。なお、所轄官庁の監査指摘を受けている場合は、その指摘事項と改善内容を記入してください。
また、運営上発生した事故又は不祥事及びその対応状況については、漏れなく記入してください。既存資料等で代替される場合は、「別紙２」としてページの右肩に明記の上、企画提案書の後に添付してください。
「別紙３」として、直近３か年の計算書類（決算書類）を添付してください。





	（３）法人において既に実施している事業等一覧表

　
根拠法令等の名称

指定（認可）年月日

事業名

所在地

１

　

　

　

２

　

　

　

３

　

　

　

４

　

　

　

５

　

　

　

６

　

　

　

７

　

　

　

８

　

　

　

９

　

　

　

10

　

　

　

11

　

　

　

12

　

　

　

13

　

　

　

14

　

　

　

15

　

　

　

16

　

　

　

17

　

　

　

18

　

　

　

19

　

　

　

20

　

　

　





事業実績

	（４）これまでの事業実績
①　障害福祉サービス事業（就労移行支援事業、就労継続支援事業、自立訓練事業）の過去３年間の実績を記入してください。

令和４年度

令和５年度

令和６年度

事業所・施設数合計

か所

か所

か所

定員数合計

人

人

人

利用者年間延べ人数

人

人

人

実習者年間延べ人数

人

人

人

就職者年間

延べ人数※

（再就職も

含む）

身　体

人

人

人

知　的

人

人

人

精　神

人

人

人

その他

人

人

人

合　計

人

人

人

　　※法定雇用率に算入されない就職者数も含む。


	②　障害者に対する相談支援の実施状況（相談への対応状況、相談内容等）



	③　就労関係機関（公共職業安定所、しごとサポート（障害者就業・生活支援センター）、兵庫障害者職業センター、障害者職業能力開発校等）との連携の状況

ア　連絡　調整・相談等の日常の連携の状況

イ　就労関連機関等の実施する制度の利用状況（制度名を記載して下さい）



	④　企業、事業所に対する障害者の就労に関する働きかけ（職場実習受入、就労等に関すること）の実績
ア　現在継続している職場実習受け入れ先企業・事業所名

イ　過去３年間の就職実績のある企業名を記入してください。



	⑤　障害者に対する就労支援の個別具体的な対応の内容・方法
　ア　職場実習、就労等に関すること
　イ　就労後の定着支援に関すること


	⑥　地域の社会資源等との連携　※ない場合は「なし」、ある場合は年間回数や具体的内容を記入してください。
ア　区役所（福祉事務所）及び自立支援協議会との連携
イ　地域の福祉関係機関（障害者相談支援センター等）、医療機関（病院・診療所、主治医、医師会等）との連携・相談
ウ　障害（児）者施設（障害（児）者等の入所・通所施設、社会復帰施設等）との連携

エ　障害（児）者施設以外の施設（介護保険事業所、児童施設等）との連携

オ　地域団体（学校、自治会、任意市民団体・グループ、ボランティア等）との連携

カ　障害者の就労に関する啓発活動（障害者等以外への広報、講演会等）の実施



	⑦　法人の障害者雇用の状況　※令和７年６月１日現在の障害者雇用率を記入してください。
常用雇用者数

名

雇用障害者数

名

障害者雇用率
％

　　※就労継続支援Ａ型の利用者を除く



２．事業計画
　　事業運営方針・事業実施計画

	（１）しごとサポート事業の運営方針及び実施計画（就労に向けた支援と就労後の定着支援）
①　しごとサポート設置の趣意・事業実施にあたっての運営方針


	②　 圏域内の障害者に対する公平な支援の提供についての考え方


	③　就労関係機関（公共職業安定所、しごとサポート、兵庫障害者職業センター、障害者職業能力開発校等）及び神戸市障害者雇用推進員※との連携に向けた具体的計画

　　※アウトリーチにより企業の障害者理解を啓発し、障害者雇用を促進する神戸市職員


	④　企業、事業所における障害者等の就労支援（職場実習、就職、就職後の定着）に関する取り組みの具体的計画


	⑤　障害者手帳所持者及び手帳を所持しない者等（難病患者、発達障害者、ひきこもり、生活困窮者等）への就労に関する相談体制


	⑥　地域の福祉関係機関（各相談支援センター（障害者、発達障害者、難病等）、福祉事務所、ひきこもり支援室等）及び教育機関との連携に向けた具体的計画


	⑦　就労支援を充実させるための地域ネットワーク形成への取り組み・参加の具体的計画


	⑧　従事者の資質向上を目指した取り組み





	
⑨　人員配置
従 事 す る 人 員 の 状 況

年

齢

現在の職名※１
資格

※２,３
就労選択支援員
養成研修受講
※４
実務経験年数　※５
当該法人
勤務年数
予定職名
障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所等

左記以外
事業責任者
就労相談支援員等との兼務（有・無）

従業者

ア

就労相談支援員

イ

就労相談支援員

ウ

就労相談支援員

エ

その他の従事者

オ

その他の従事者

記入が可能な欄のみ記入してください。

※１ 今後配置する予定の方については、「現在の職名」欄に「（配置予定）」と記入してください。

※２ 「資格」欄には、下の該当番号を記入してください（複数の資格を保有している場合はすべて記入

してください）。
①第１号職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修受講者　②社会福祉士　③精神保健福祉士　

※３ 資格保有者については、資格の保有を証明する書類の写しを添付してください。
※４ 受講済または令和８年３月31日までに受講予定の方に〇を記入ください。

※５「実務経験年数」欄は、障害福祉サービス事業所等（就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、自立訓練事業）での実務経験年数と、それ以外（障害者支援の従事経験者）の実務経験年数に分けて記入してください。

	⑩　基礎訓練を行うための併設施設または提携施設
名　称

機　能

対応障害種別

備　考

併設

施設

提携

施設

　（今後設置・提携予定の施設については備考欄にその旨記入してください）





	
（２）しごとサポート設置場所の位置図・平面図
しごとサポート
 東部 ・ 北部 ・ 西部 （〇で囲む）

設置予定場所
〒　　－　　

神戸市　　　区

同一建物で現在実施している

主な事業名

※ない場合は「なし」

設置場所の内容
確保状況

施設内　・　敷地内　・　施設　　（○で囲む）

面積・建物の階

　　           ㎡

　　　階建ての　　　階（エレベーター　有　・　無）

駐車場の確保

有（　　　　台分）　・　　無　　

利用可能な

公共交通機関

最寄りの駅，バス停など（距離も記入すること）

位置図






	平面図

※1／200程度の平面図にすること

※同一建物内で他の事業を実施している場合、その使用範囲及び名称と、しごとサポートの使用範囲が分かるように図示すること。

※駐車場がある場合は、平面図に区画ごと記入すること






	（３）しごとサポートの現況写真、しごとサポート内の平面図
（現況写真）
(入口)

(室内)





	（しごとサポート内の平面図）
事務室，相談室，会議室（併設の施設内を利用する場合も含む）等の配置がわかるように記入すること
※1／100程度の平面図にすること




応募申請辞退届
令和　　年　　月　　日
神戸市長　あて

	法人所在地
	

	法人名
	

	代表者氏名
	
	印

	電話番号
	


令和　　年　　月　　日付で申請した、
しごとサポート　東部　・　北部　・　西部　
　運営事業者としての応募申請を辞退します。

しごとサポート運営業務委託事業者　公募説明会参加申込書
令和　　　年　　　月　　　日
神戸市長　あて

「しごとサポート運営業務委託」の実施要領等に関する説明会への参加を申し込みます。

申込者
	法人名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	

	担当者
	氏名
	：

	
	部署・職名
	：

	
	電話番号
	：

	
	FAX番号
	：

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	：

	参加者
氏　　名
	

	応募を予定しているしごとサポート
（該当する方に○をつけてください）
	東部　・　北部　・　西部

	応募事業所設置予定場所
	〒　　－　　　神戸市　　　区

	同一建物で現在実施している主な事業名
	※ない場合は「なし」


※公募説明会への出席が応募の要件となります。

※必要事項を記入のうえ，令和８年１月８日（木）17:00までに提出してください。
【送付先】
神戸市 福祉局 障害福祉課 事業推進担当　担当：浅田、井上

　　メールアドレス：shuro@city.kobe.lg.jp
質問書
令和　　　年　　　月　　　日
神戸市長　あて

　「しごとサポート運営業務委託」の実施要領等に関して，質問を行いたいので質問票を提出します。

	質問票枚数
	枚中　　　枚目

	質　問　者
	法　人　名
	

	
	部署・職名
	

	
	担当者氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


	資料名
	

	項目名
	
	ページ
	

	質問内容
	

	


※質問は本様式１枚につき１問とし，簡潔にまとめて記載すること。

※質問票の提出は，公募説明会に参加した法人に限ります。
【送付先】

神戸市 福祉局 障害福祉課 事業推進担当　担当：浅田、井上
　　メールアドレス：shuro@city.kobe.lg.jp
